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第 4 章　オゾン層及び紫外域日射の状況

　南極域の上空では毎年 9 月から 11 月にかけて，オゾンが大きく減少する現象が 1980 年代初め

から出現するようになり，オゾンホールと呼ばれている。オゾンホールが南極域に出現したのは，極

夜や南極大陸の地形等に起因する南極域特有の気象条件によるものであるが，オゾンホールを出現さ

せた主因は，クロロフルオロカーボン等の人造物質の存在である（クロロフルオロカーボンを一般に

フロンとも呼ぶ）。これらの物質は，化学的に安定している等の特性を生かして洗浄剤，噴射剤，冷

媒，消火剤等に広く利用されてきた。しかし，その化学的安定性から，対流圏ではほとんど分解され

ず徐々に上昇し成層圏へと広がり，そこで分解して放出する塩素がオゾンを破壊することが分かった。

オゾンホールに代表されるオゾン層の破壊は南極域だけにとどまらず，赤道付近を除く両半球で確認

されている。

　一般的なオゾン層破壊のメカニズムは次のようなものである。塩素を含むクロロフルオロカーボン

類が成層圏の高度およそ 40km まで達すると，太陽からの紫外線により光解離し，塩素原子を放出

する。この塩素原子は成層圏内を運ばれながらまわりのオゾンと反応してオゾンを破壊し，その後酸

素原子やその他の分子との反応によって再び塩素原子に戻るという反応を繰り返すことにより，オゾ

ンを次々に破壊していく。

4.1　オゾン層

  全球，日本上空，南極域上空に分けて，オゾン層の 2003 年の状況ならびに長期変化傾向について

述べる。さらに詳細な解析については，「オゾン層観測報告: 2003」（気象庁, 2004）を参照願いたい。

なお本章では，2003 年の状況を記述するのに，基準となる月別平均値からの差が標準偏差以内のと

きを「並」，それより大きいときを「多い」，それより小さいときを「少ない」としている。また，月

別平均値と直接比較するときは，「多め」「少なめ」と記述している。

4.1.1　全球のオゾン層

　衛星からのオゾン全量観測によると，1979～1992 年の月別平均値と比較すると，2003 年の全球

のオゾン全量は，地域による差はあるものの，全体としては１年を通じて少なかった。

　また，衛星からのオゾン全量観測に基づく全球の長期変化傾向は，低緯度を除いて減少を示してお

り，高緯度ほどその傾向が強く，両半球ともにそれぞれの春に顕著である。

4.1.2　日本上空のオゾン層

　気象庁では，1957 年につくばでオゾン層の観測を開始して以降，順次観測点を展開し，現在では

札幌，鹿児島，那覇及び南鳥島を加えた 5 地点でオゾン層の観測を実施している（図 3－1 参照）。

図 4－1 に示すように，2003 年の日本上空におけるオゾン全量の状況は，那覇ではほぼ 1 年を通

して多く，その他の地点では年末に少なかった。その月別平均値（1971～2000 年，ただし那覇は 1974

～2000 年）と比較すると，少なかったのは札幌の 4，11，12 月，つくばの 11 月，鹿児島の 11，12

月で，多かったのは札幌の 7，8 月，つくばの 1～3，7，8 月，鹿児島の 1 月，那覇の 1，3，6～10

月であった。特に那覇の 3，7，10 月は 1975 年の観測開始以来各月の値としては最も多かった。南
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鳥島は 1994～2002 年の月別平均値よりも年の前半を中心として多めであった。

2003 年までの日本上空におけるオゾン全量の長期変化傾向は，那覇を除く国内 3 地点で減少を示

し，特に札幌では減少傾向が顕著である（図 4－2）。また，オゾンの高度別の長期変化傾向は札幌の

下部成層圏で顕著な減少を示している。

図 4－1 月平均オゾン全量と月別平均値

　国内 5 地点（札幌，つくば，鹿児島，那覇，南鳥島）及び南極昭和基地における月平均オゾン全量の推移を示す。

●印は 2003 年の月平均値，実線は月別平均値(1971～2000 年，ただし，那覇は 1974～2000 年，南鳥島は 1994～2002
年，昭和基地はオゾンホール出現以前の 1961～1980 年の平均)を示す。縦の細実線は平均値の標準偏差，昭和基地の

点線は 1981～2000 年の平均を示す。

図 4－2 日本のオゾン全量年平均値の変化

　●印は札幌，つくば，鹿児島，那覇におけるオゾン全量の観測開始から 2003 年までの年平均値，直線は全期間の

長期的な傾向を示す。

4.1.3　南極域上空のオゾン層

2003 年の南極昭和基地上空におけるオゾン全量は，8 月中旬からオゾンホールの目安である 220m

atm-cm 以下の値を観測した後，9 月から 10 月にかけて過去最低レベルで推移した。9 月の月平均値

は観測開始以来最も少ない値となった。11 月になってからは大きな変動を繰り返し，11 月下旬以降

は 300 m atm-cm 前後の値を観測している。昭和基地がオゾンホール内にあった 9 月 26 日のオゾン

ゾンデ観測によると，高度 15～20km 付近のオゾンはほぼ完全に破壊されていた（図 4－3）。人工

衛星搭載センサー等のデータによれば，南極域上空ではオゾンホールの目安である 220 m atm-cm

以下の領域は，8 月下旬に急速に拡大して，9 月上旬にはほぼ南極大陸全域を覆い，9 月下旬に過去

最大規模に発達し(図 4－4)，その後急速に縮小し消滅した（図 4－5）。
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図 4－3 南極昭和基地におけるオゾンゾンデによるオゾンの高度分布の観測結果

破線はオゾンホールが出現する前の 9 月の平均オゾン高度分布（1968～1980 年）。実線は 2003 年 9 月 26 日の観

測結果。

図 4－4 オゾンホール面積が年最大を記録した 2003 年 9 月 24 日のオゾン全量の南半球分布

米国航空宇宙局（NASA）提供の TOMS データを気象庁の観測と比較検討の上作成。

図 4－5 オゾンホールの面積の推移

オゾンホールの規模を示す指標の一つであるオゾンホールの面積（オゾン全量が 220m atm-cm 以下の領域の面積）

の推移。左図は 2003 年（赤線）及び 2002 年までの最大値（細実線）の推移，右図は 1979 年以降の年最大値の経年

変化。なお，横線は南極大陸の面積を示す。米国航空宇宙局（NASA）提供の TOMS データを気象庁の観測と比較検

討の上作成。
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4.2　紫外域日射

　オゾンには紫外域の日射を顕著に吸収するという特性がある。そのため，オゾン全量の減少に伴い，

生物に有害なＢ領域紫外域日射（UV-B）の地表到達量の増加が懸念されている。気象庁は，1990 年

からつくばで，1991 年から札幌，鹿児島，那覇で有害紫外線の観測を開始した。UV-B 日積算値の

月別平均値（1991～2002 年，ただしつくばは 1990～2002 年）との比較によると，2003 年の状況

は，札幌の 4 月，つくばの 2，5，7 月，鹿児島の 1，6 月で少なかったことを除き，各地とも通年で

並か多かった（図 4－6）。

観測開始以来の UV-B 量に，有意な長期変化傾向は見られていない。これは，UV-B 量観測開始の

1990 年以降のオゾン全量には有意な減少傾向が現れていないことによるものである。しかし，一定

の太陽高度角で晴天時の条件でオゾン全量と UV-B 量の関係を調べると，オゾン全量の減少に対して

UV-B 量が増加する関係が明瞭に見られる（図 4－7）。このことから，現在の UV-B 量は，オゾン全

量が多かった 1970 年代と比較すれば増加しているものと推測される。

図 4－6　Ｂ領域紫外域日射（UV-B）量の日積算値の月平均

　国内 4 地点（札幌，つくば，鹿児島，那覇）における日積算値の月平均の推移を示す。●印は 2003 年の月平均

値，実線は月別平均値（つくばは 1990～2002 年，札幌，鹿児島及び那覇は 1991～2002 年の平均），縦棒は標準偏

差の範囲を示す。

図 4－7　UV-B 量とオゾン全量との関係

太陽高度角が 23 度でかつ晴天の場合の国内 4 地点（札幌，つくば，鹿児島，那覇）におけるデ－タを用いた。
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